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高森町介護人材新規・移住定住就職支援金支給事業実施要綱 

令和６年８月１日 

要綱第１８号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高森町で安定した持続可能な介護サービスを提供するため、介護

事業所に初めて就業する者又は高森町外から移住して介護事業所に就業する者に対し、

予算の範囲内で高森町介護人材新規・移住定住就職支援金（以下「支援金」という。）

を支給することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「介護事業所」とは、高森町内において居宅（介護予防）サ

ービス、居宅介護（介護予防）支援、地域密着型（地域密着型介護予防）サービス又

は介護保険施設を実施する事業所（福祉用具販売・貸与のみを行う事業所及びみなし

保険医療機関・保険薬局を除く。）をいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この要綱において使用する用語は、介護保険法（平成

９年法律第１２３号）、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）及び社

会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号）で使用する用語の例によるも

のとする。 

（支援金の支給対象者） 

第３条 支援金の支給の対象となる者は、介護事業所に就職した者であって、次に掲げ

る要件のいずれにも該当するものとする。 

(1) 居住要件 高森町に住民登録をしてから１年未満であり、介護事業所に就職した

日（以下「就職日」という。）から継続して１年以上高森町に居住する意思がある

こと。 

ただし、過去に介護事業所で就労経験がない場合は、この限りでない。 

(2) 就労要件 次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

ア 介護事業所において介護サービスを提供する業務に従事していること。 

イ 介護事業所の運営法人から直接給与の支払を受けていること。 

ウ 介護事業所に継続して１年以上勤務する見込みがあること。 
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エ 勤務時間が週３０時間又は月１２０時間以上であること。 

(3) その他の要件 次に掲げる要件のいずれにも該当すること。 

ア 市町村税の滞納がないこと。 

イ 高森町職員でないこと。 

ウ 過去にこの要綱による支援金の支給を受けていないこと。 

エ 外国人技能実習制度等による就職ではないこと。 

（支援金の額） 

第４条 支援金の額は、次の各号のいずれかとする。 

(1) 単身世帯 支給対象者が高森町へ住民登録する際に、同時かつ同じ世帯に登録す

るものが本人のみの場合 ３０万円 

(2) ２人以上世帯 支給対象者が高森町へ住民登録する際に、同時かつ同じ世帯に登

録するものが本人を含め２人以上の場合 ６０万円 

(3) １８歳未満子ども３人以上世帯 支給対象者が高森町へ住民登録する際に、同時

かつ同じ世帯に登録するものに１８歳未満の子どもが３人以上含まれる場合 １０

０万円 

(4) 初めて介護事業所に就職する者 ３０万円 

（支援金の支給申請） 

第５条 支援金の支給を受けようとする者は、就職日から１２０日以内に、高森町介護

人材新規・移住定住就職支援金支給申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、

町長に申請しなければならない。 

(1) 介護事業所勤務証明書（様式第２号） 

(2) 市町村税の納税証明書 

(3) その他町長が必要と認める書類 

（支援金の支給決定等） 

第６条 町長は、前条の申請を受けたときは、速やかにその内容を審査し、支援金の支

給の可否を決定し、高森町介護人材新規・移住定住就職支援金支給（不支給）決定通

知書（様式第３号）により当該申請を行った者に通知するものとする。 

（支援金の支給） 
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第７条 町長は、前条の規定により支援金の支給の決定（以下「支給決定」という。）

をした場合は、支給決定した月の翌月の末日までに支給決定を受けた者（以下「支給

決定者」という。）の指定する金融機関の口座に支援金を振り込むものとする。 

（勤務報告） 

第８条 支給決定者は、就職日から１年を経過したときは、介護施設からの証明を受け

た介護事業所勤務証明書（様式第２号）を、速やかに町長に提出しなければならない。 

（支給決定の取消し及び支援金の返還） 

第９条 町長は、支給決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、支給決

定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 支援金の申請に関し、偽りその他不正な行為があったと認める場合 

(2) 就職日から１年以内に介護施設を退職した場合 

(3) 第３条第１号の居住要件に該当する者で、就職日から１年以内に高森町外に転出

した場合 

(4) その他町長が支給決定を取り消すことが相当と認める事由がある場合 

２ 町長は、前項の規定により支給決定の全部又は一部を取り消したときは、高森町介

護人材新規・移住定住就職支援金支給決定取消通知書（様式第４号）により、当該支

給決定者に通知するものとする。 

３ 町長は、第１項の規定により支給決定の全部又は一部を取り消した場合において、

既に支援金が支給されているときは、高森町介護人材新規・移住定住就職支援金返還

命令書（様式第５号）により支援金の全部又は一部の返還を命ずることができる。 

４ 町長は、前項の規定により支給決定者に損害が生じることがあってもその賠償の責

めを負わない。 

（補則） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。
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